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2023年再エネ特措法改正に伴う実務上の留意点 
～2024年 4月の施行を前に～ 

弁護士 藤本 祐太郎 
弁護士 鈴木 駿弥 

第１ はじめに 

FIT制度の導入以降、太陽光発電を中心に再エネ発電設備の導入が促進され、多数の事業者が新規参入していま
す。日本の脱炭素目標の達成のためには望ましい面もある一方で、発電設備は設置される地域社会や環境に少なか
らぬ影響を与えることから、安全面 1、防災面、景観や環境への影響、将来の廃棄等に対する地域の懸念が高まっ
ており、持続可能な形で再エネ発電設備の導入を促進していく上で、「地域共生」が再エネ案件の重要なキーワー
ドになっています。 
このような「地域共生」の実現に向けて、資源エネルギー庁の審議会である再生可能エネルギー長期電源化・地

域共生ワーキンググループ（以下「本WG」といいます。）では議論が重ねられ、2023年 2月に中間取りまとめ 2

（以下「中間取りまとめ」といいます。）が策定されました。また、中間取りまとめを踏まえて、第 211回国会に
再エネ特措法 3の改正を含む GX脱炭素電源法 4が提出され、2023年 5月に成立しました。改正後の再エネ特措法
（以下「改正再エネ特措法」といいます。）は、2024年 4月 1日から施行される予定です。 

GX脱炭素電源法の成立以降、本WGでは詳細設計等について検討が行われ、2023年 9月には第 2次取りまと
め案 5（以下「第 2次取りまとめ」といいます。）が公表され、意見公募 6がなされています（公募期間は 2023年
10月 29日に終了しています。）。 
残された論点も存在するものの、再エネ特措法の改正内容の詳細が見えてきたタイミングであることを踏まえ、

このニュースレターでは改正再エネ特措法の主な内容や本 WG の整理について概説するとともに、実務上留意す
べきポイントについて解説致します。特に、「第 3 周辺地域の住民説明会等の FIT/FIP 認定要件化」、「第 4 認
定事業者の委託先の監督義務」及び「第 5 FIT/FIP案件の交付金相当額の積立・返還命令」については、既存の
FIT/FIP案件やセカンダリー案件の実務に与える影響も大きく、注意が必要です。 

 

第２ 一定の許認可が必要な案件の FIT/FIP認定手続の厳格化 

土地開発に関する以下の①～③の許認可については、周辺地域の安全性に特に強く関わり、かつ、一度許認可対
 

1 太陽光パネルや架台の飛散、倒壊等の事故も発生しています。 
2 https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/kyosei_wg/pdf/20230210_1.pdf 
3 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法をいいます。 
4 脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律をいいます。 
5 https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/kyosei_wg/pdf/011_02_00.pdf 
6 https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=620223028&Mode=0 
なお、第 2次取りまとめの内容は、公募意見を踏まえて修正される可能性があります。 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/kyosei_wg/pdf/20230210_1.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/kyosei_wg/pdf/011_02_00.pdf
https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=620223028&Mode=0
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象の行為が行われた場合は原状回復が著しく困難であるため、認定手続が厳格化され、許認可の取得が FIT/FIP認
定の申請要件とされました 7。 
① 森林法における林地開発許可 
② 宅地造成及び特定盛土等規制法の許可 
③ 砂防三法（砂防法・地すべり等防止法・急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律）における許可 
 

第３ 周辺地域の住民説明会等の FIT/FIP認定要件化 

1． 経緯 

再エネ発電設備の導入に当たっては、事業者と地域住民の間のコミュニケーション不足からトラブルが生じる例
が各地で生じており、反対運動、通報、訴訟提起等の深刻な問題に発展するケースもあります。 
このため、改正再エネ特措法では、住民説明会を含む周辺地域への事前周知を行うことが FIT/FIPの認定要件と

されました（改正再エネ特措法第 9 条第 2 項第 7 号及び第 4 項第 6 号）。また、その詳細設計が第 2 次取りまと
めで整理されました。 
従前も、再エネ案件の開発に当たっては、条例や他法令に基づき又は任意で住民説明会を実施する例が少なくな

かったものと思われますが、改正再エネ特措法では手続や内容を含めて説明会の要件がかなり詳細に定められてお
り、今後の FIT/FIP案件の説明会では「これらの要件を充足できているか」について注意することが必要になると
考えられます。 

 

2． 説明会等を実施すべき再エネ発電事業の範囲 

第 2 次取りまとめでは、説明会等を実施すべき電源に関して、その規模や設置場所・設置形態の違いを踏まえ、
原則として、以下のとおりの整理がなされました。 
・ 特別高圧・高圧（50kW以上） 

周辺地域や周辺環境に影響を及ぼす可能性が高いため、説明会の開催が求められる。 
・ 低圧（50kW未満） 

原則として説明会以外の手法での事前周知で足りる。但し、低圧の電源であっても、複数の電源が至近距離
内に集合する場合 8や、周辺地域や周辺環境に影響を及ぼす可能性が高いエリア 9に設置する場合は、説明
会の開催が求められる。 

・ 住宅用太陽光発電（10kW未満） 
事前周知要件の対象外とする。 

 
 

7 この FIT/FIP 認定手続の厳格化は、改正再エネ特措法の施行を待たずして、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置
法施行規則の改正により行われ、2023年 10月 1日から施行されています。但し、以下の場合には経過措置が設けられています。 
① 入札対象外案件：施行前に不備なく FIT/FIP認定申請が行われたもの 
② 入札対象案件：施行前に事業計画受付締切が到来するもの 

8 第 2 次取りまとめによると、説明会の対象となる周辺地域の住民の範囲における定量基準の距離内に、同一の事業者が実施する再エ
ネ発電事業がある場合には、それらの複数の電源を合計した出力により、説明会等の開催の要否を判断することとされています。 
9 第 2 次取りまとめによると、①森林法における林地開発許可・宅地造成及び特定盛土等規制法の許可・砂防三法における許可の対象
エリア、②災害発生の場合に再エネ発電設備が損壊するリスクの高いエリア（土砂災害警戒区域（土砂災害特別警戒区域を含む。）、土
砂災害危険箇所）、及び③条例において、自然環境・景観の保護を目的として、保護エリアを定めている場合にあっては、当該エリアと
されています。 
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（第 11回本WG参考資料 110を一部抜粋） 

 

3． 説明会における説明事項 

説明会において説明すべき事項については、以下の表のとおりとされています。 
 

 
（第 11回本WG参考資料 1を一部改変の上抜粋） 
 

10 https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/kyosei_wg/pdf/011_s01_00.pdf 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/kyosei_wg/pdf/011_s01_00.pdf
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4． 説明会の対象となる「周辺地域の住民」の範囲 

対象となる「周辺地域の住民」の範囲については、事業場所 11の敷地境界から「一定距離」の居住者と、再エネ
発電設備の設置場所に隣接する土地・建物の所有者とされています。 
なお、説明会開催が求められる再エネ発電事業については、地域の実情を把握する市町村への事前相談を行うこ

とが求められており、市町村から意見があった場合には、その意見を尊重して「周辺地域の住民」の範囲を拡大す
ることが求められています。 
上記の「一定距離」とは、第 2次取りまとめによると、以下の距離を指すものとされています。 
・ 低圧（50kW未満） 

事業場所の敷地境界から 100m以内 
・ 高圧（50-2,000kW）・特別高圧（2,000kW以上） 

事業場所の敷地境界から 300m以内 
・ 環境影響評価法に基づく環境アセスメント（第一種事業）の対象となる大規模電源 

事業場所の敷地境界から 1km以内 
 

5． 説明会の開催時期及びセカンダリー案件における留意点 

(1) 説明会の開催時期 
説明会は、原則として、FIT/FIP認定申請の一定期間前（3ヶ月前）までに実施することとされています。但し、

FIT/FIP認定の申請要件として許認可の取得が求められている場合等、周辺地域の住民への影響が大きいケースで
は、事業の初期段階から複数回の説明会を開催することが求められています。 
 

(2) セカンダリー案件における留意点 
第 2次取りまとめでは、事業譲渡 12や実質的支配者 13の変更を行う場合においても、事業者とのコミュニケーシ

ョン不足によるトラブルが生じる例があることから、事業譲渡等の契約書の締結後（事業譲渡等が対外的に発表さ
れる場合は、その発表後）から FIT/FIP変更認定申請前のタイミングに、説明会の開催等を求めるものとされまし
た 14。 
当該説明会では、譲渡人と譲受人の間の引継事項等を含めた説明が必要となります。また、事業譲渡の場合の説

明会については、譲渡人と譲受人の双方が説明会に出席することとされています 15。 
従前は、セカンダリー案件においては、地権者等の認定事業者の契約相手は別論、広く地域住民に説明会の開催

等を行うことまでは必ずしも一般的ではなかったと思われるため、実務上の影響が大きい改正であると考えられま
す。本改正が施行された場合、詳細な要件を満たす説明会の開催等が FIT/FIPの変更認定に必要となることを踏ま
え、スケジュールやクロージング・ポストクロージングの条件を含め、個々のセカンダリー案件毎に具体的な対応
と取引条件を検討し、譲渡契約で手当することが必要になると考えられます。 
 

 
11 第 2次取りまとめによると、原則として、再エネ特措法における発電設備の設置場所を指すものとされており、発電設備のみならず、
遮断機等の電気設備や、取水設備・水圧管路等の設備の設置場所も含むとされています。 
12 第 11 回本 WG の議事録によると、「事業譲渡は、会社法上の概念で言うと事業譲渡に限らず、株式分割による事業の承継なども含
まれるべきだと思います。その趣旨だろうと理解しておりますが、誤解がないように適宜ご調整をいただいたほうがよいのではないか
と思っております。」との発言が委員からなされており、会社法上の事業譲渡（会社法第 467 条）に限定する趣旨ではないと思われま
す。 
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/kyosei_wg/pdf/011_gijiroku.pdf 
13 第 11 回本 WG の議事録によると、「個別具体的に実質的支配力を有するものに該当するかというのを判断するところが運用面で措
置していく必要があろうかとは思っております。」との発言が委員からなされており、実質的支配者の具体的な内容については今後の検
討が想定されています。 
14 事業譲渡や実質的支配者変更の場面以外にも、再エネ発電設備の一定の出力変更や設置場所の変更等、FIT/FIP 認定計画の重要な事
項に変更がある場合には説明会の開催が必要とされています。 
15 実質的支配者の変更の場合は、新規認定時の説明会等と同様に、認定事業者自身が説明会に出席することが必要とされています。 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/kyosei_wg/pdf/011_gijiroku.pdf
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6． その他 

上記のほか、第 2次取りまとめでは、説明会の議事、事前・事後の質問対応、開催案内の方法、出席者、記録・
報告といった事項について詳細な要件が定められています。 
 

第４ 認定事業者の委託先の監督義務 

1． 経緯 

再エネ発電事業では、業務の委託・再委託がされているケースが少なくないところ、現行の再エネ特措法では、
委託先・再委託先が FIT/FIP認定計画に違反した場合における認定事業者の責任が明確ではありませんでした。そ
こで、改正再エネ特措法では、委託先・再委託先が FIT/FIP認定計画を遵守するよう、認定事業者に委託先・再委
託先に対する監督義務が課されています（改正再エネ特措法第 10条の 3第 2項）。 
なお、認定事業者に監督義務不履行があった場合には、改善命令（同法第 13条）の対象となり、最終的には認

定の取消事由となるものとされています（同法第 15条第 1号）。 
 

2． 監督義務の対象となる委託の内容 

第 2次取りまとめでは、具体例として、手続代行・プロジェクトマネジメント、設計、土地開発、建設・設置工
事、保守点検、設備解体、廃棄・リサイクルに係る業務の委託については、監督義務の対象となるとされています
が、改正再エネ特措法上の法文上は「再生可能エネルギー発電事業に係る業務の全部又は一部」の委託に適用があ
ると規定されているため、かなり広範な委託先が対象になると考えられます。 

 

3． 委託契約における必要事項の規定 

第 2次取りまとめでは、監督義務の履行状況を外形的に確認するため、認定事業者と委託先との間で契約書を締
結し、当該契約書において、委託先が関係法令の遵守を含めた認定基準・認定計画に従うべき旨の明確化が求めら
れています。また、これを実効的に担保する観点から、委託先から認定事業者に対する報告体制、再委託時の認定
事業者の事前同意といった事項を当該契約書に含めることが必要とされています 16。 
従来の実務でも、認定事業者と委託先との間では契約書を締結することが通常であると思われますが、本改正が

施行された場合、当該契約書に上記の必要事項を規定することが求められる点に注意が必要です。 
 

4． 経済産業大臣に対する定期報告 

第 2次取りまとめでは、適切に監督義務が履行されているかどうかを確認するために、認定事業者から経済産業
大臣に対して、以下の内容の定期報告を行うことが求められています。 
・ 委託契約書の有無・委託契約の相手方・委託契約の概要 
・ 委託先から認定事業者に対する報告の内容 
 

第５ FIT/FIP案件の交付金相当額の積立・返還命令 

1． 経緯 

再エネ特措法における認定事業者は、FIT/FIP 認定計画（関係法令の遵守を含む。）に従って発電事業を実施す
ることが求められ、違反した場合は、指導（再エネ特措法第 12 条）、改善命令（同法第 13 条）、認定取消といっ

 
16 今後、ガイドライン等において、典型的な委託の事例における望ましい報告の形式や、客観的資料を用いて報告するための証憑の例
（事業実施場所の現地の写真等）が示されるとされています。 
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た措置が講じられます（同法第 15条第 1号）。 
もっとも、現行制度においては、認定取消に至らない限り、違反状態が続いていても、認定事業者は FIT/FIP制

度による売電収入を取得し続けることができ、また認定取消には行政手続法による聴聞手続によって一定の期間を
必要とすることから、違反の未然防止・早期解消に当たっての懸念となっていました。このため、改正再エネ特措
法では、認定事業者が FIT/FIP 認定計画に違反した場合、速やかに FIT/FIP 案件の交付金相当額を電力広域的運
営推進機関（以下「推進機関」といいます。）に留保できるよう、「積立命令」の制度が新設されました。 

 

2． 積立命令の発令タイミング 

FIT/FIP交付金相当額の積立命令は、金銭処分であるため、行政手続法第 13条第 2項第 4号に基づき聴聞・弁
明の機会の付与は不要と整理されています。具体的なタイミングについて、第 2次取りまとめでは、「少なくとも、
関係法令において行政処分・罰則の対象となる違反について、当該違反が覚知され、違反に係る客観的な措置（書
面による指導等）がなされた段階」とされており、以下の図のとおり、改善命令や認定取消に比べるとかなり早期
に発令される点に注意が必要です。 

 

 
（本WG中間取りまとめ図 1を抜粋） 

 

3． 積み立てるべき交付金相当額の金額及び積立方法 

具体的な積立額の算出方式は省令に委ねられていますが（改正再エネ特措法第 15条の 7）、中間取りまとめによ
れば、FIT 案件の場合は概ね「買取費用－回避可能費用（卸電力取引市場における収入相当額）」の金額 17を交付
金相当額とし、FIP案件の場合は FIP交付金の額と同額とすることが想定されています。すなわち、FIT/FIP案件
とも、FIT/FIP制度による経済的支援部分が留保対象とされています。 
なお、積立命令に基づく具体的な交付金相当額の留保スキームについては以下に示す図のとおりです。FIT案件

では、積立命令が発令された場合、認定事業者は、買取義務者（一般送配電事業者等）を経由して推進機関に積立
を行うこととされ、当該積立義務と FIT電気の料金債権を相殺することで留保を行うことが想定されています。 

 
 

17 その他、中間取りまとめでは、消費税相当額、事業税相当額、需給調整費用は留保額から控除するとされています。 
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（本WG中間取りまとめ図 2及び図 3を抜粋） 

 

4． 交付金相当額積立金の取戻と返還命令 

違反の早期解消インセンティブのため、以下のいずれかの場合には、認定事業者は留保された交付金相当額を取
り戻すことができるとされています。 
・ 違反状態が解消された場合 
・ 認定事業者が事業を廃止し、適切な廃棄が確認された場合 

他方で、違反状態が解消されず、認定が取り消された場合には、経済産業大臣は交付金相当額の返還・納付命令
を発令できるとされています（改正再エネ特措法第 15条の 11）。この場合の具体的な処理は、第 2次取りまとめ
によれば、①返還命令により生じる推進機関から認定事業者への返還請求権又は納付請求権と、②認定事業者から
推進機関への交付金相当額積立金取戻請求権を相殺することにより、返還命令に係る金銭が実効的に回収されると
されています。 
返還命令の対象となる金額は、中間取りまとめによれば、FIT/FIP制度による経済的支援部分のうち、事業者の
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帰責性等の事案に応じて判断されることが想定されています 18。 
 

第 6 再エネ特措法上の行政処分の送達方法の拡充 

再エネ特措法上、認定事業者は、住所変更の際に遅滞なく経済産業大臣に届け出る必要がありますが、このよう
な届出を適切に行っていない認定事業者も存在するところです。経済産業大臣が認定事業者の住所を覚知できない
場合、当該認定事業者に対する改善命令や認定取消等の行政処分の迅速な発令に懸念が生じます。 
このような問題を踏まえて、改正再エネ特措法では、改善命令（同法第 13条）、認定の取消し（同法第 15条）、

交付金相当額積立金の積立命令（同法第 15 条の 6）等については書類を送達することにより行うことが明確化さ
れ（同法第 52条の 2及び第 52条の 3）、送達を受けるべき者の住所が不明である場合等については、公示送達（経
済産業省 19の掲示板への掲示により送達したとみなされる方法）が認められています（同法第 52条の 4）。前述の
FIT/FIP交付金相当額の積立命令・返還命令制度の新設とあわせ、違反事業者に対する対応を迅速に講じるための
手続が整備されており、留意が必要です。 
 

 
18 返還命令の対象となる金額について、中間取りまとめでは、「認定取消しした場合には原則返還を求めるべきである。ただし、認定
取消しに至るケースは、違反の程度、認定計画との乖離の程度、認定事業者の帰責性の度合いなどが様々である。その中には、認定計
画に違反するが認定事業者の帰責性の度合いが低い場合なども含まれる可能性があり、事案応じた柔軟な対応をすべきである」とされ
ています。 
19 現行制度においても民法及び民事訴訟法に従い、公示送達により行政処分を行うことは可能ですが、裁判所の掲示板への掲載や官報
への掲載等が求められます。 
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